
 1 働き方改革への対応増加
 2 ハラスメントの対応増加
 3 コンプライアンスの対応増加
 4 部下の育成不足
 5 部下の離職増加
 6 部下のメンタル問題への対応の増加
 7 ダイバーシティの対応増加
 8 後任者の不在
 9 人手不足
10 職場のコミュニケーションが不活性 

 1 人手不足
 2 後任者の不在
 3 自身の業務量の増加
 4 学びの時間の確保困難
 5 時間不足による付加価値業務への未着手
 6 働き方改革への対応増加
 7 部下の育成不足
 8 コスト削減の要請増加
 9 売り上げ・利益目標増加
10 スキル･知識不足による付加価値業務の未着手

［管理職調査］管理職 n=2000 ［企業調査］人事部 n=300

順位暫Ξ、その後、第三次ベビー
ブームは起こらなかった。この原因は、政府が高齢
者支援を優先し、若者らへの支援を十分に行って
こなかったことにある。
パーソル総合研究所は、

2030年における人手不
足数は644万人になると予測する。この数字は2030
年の生産年齢人口の約1琶のにのの す のあ こ字す の の なこ こ なこな っ は

囅囅にす あ となのけ こ字
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儀9 にこる 予 パのこ字合 るのシニアを増やす、
③働く外国人を増や∵
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日本型雇用のネガティブスパイラル

内部留保の推移

日本型雇用（新卒依存・無期・無限定雇用）の特徴

非正規労働者の増加

優秀層の海外流出
若手の意欲阻害



委員会活動

　（株）名古屋銀行 山本専務

名古屋工業大学 鵜飼学長

中経連　2020.38

第３回経済委員会

日　時：１月24日（金）
場　所：名古屋栄ビル
参加者：委員長の水野副会長をはじめ会



委員会活動

　ワークショップの問いに自身を照らし合わせ微笑む参加者

　三重大学の特許出願の実例に取り組む参加者
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にり れる
「制度は

イノベーションを
推進するための
ツールという新
たな学びを得
た。また、ワークショップでは、実際に三重大学が
特許を出願し最終的に勝ち取った事例を用いて、
特許申請の難しさや、視点を変えることで申請が
通ることもあること
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